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一
般
会
計　
歳
出

■
性
質
別
経
費

　
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
義
務
的
経
費
は
、

55
億
１
，２
５
１
万
３
千
円（
前
年
度
比
４
，

１
６
０
万
７
千
円
減
）を
計
上
し
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
16
億
５
，
３
０
３
万

８
千
円（
前
年
度
比
６
７
８
万
３
千
円
減
）

を
計
上
し
ま
し
た
。

　
物
件
費
や
補
助
費
等
、
繰
出
金
な
ど
そ

の
他
の
経
費
は
、
75
億
７
，
７
３
９
万
４

千
円（
前
年
度
比
９
，
０
７
７
万
７
千
円

減
）を
計
上
し
ま
し
た
。

特
別
会
計
の
主
な
業
務
内
容

■
土
地
取
得
特
別
会
計

　
町
の
事
業
で
使
う
土
地
を
事
業
実
施
に

先
行
し
て
取
得
す
る
た
め
の
会
計
で
、
主

に
土
地
の
管
理
を
行
い
ま
す
。

■
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　
企
業
誘
致
を
進
め
、
さ
ら
な
る
地
域
経

済
の
振
興
を
図
る
た
め
、
新
た
な
工
業
団

地
の
造
成
を
行
い
ま
す
。

■
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

74
歳
ま
で
の
農
業
従
事
者
・
自
営
業

者
・
退
職
者
な
ど
の
保
険
給
付
や
、
特
定

147億4,294万5千円一般
会計歳出

人件費
20億2,284万円
13.7%

人件費
20億2,284万円
13.7%

扶助費
21億4,789万6千円 
14.6%

扶助費
21億4,789万6千円 
14.6%

公債費
13億4,177万7千円
9.1%

公債費
13億4,177万7千円
9.1%

普通建設事業費
16億5,303万8千円
11.2%

普通建設事業費
16億5,303万8千円
11.2%

物件費
38億8,412万2千円
26.3%

物件費
38億8,412万2千円
26.3%

補助費等
26億7,706万8千円
18.2%

補助費等
26億7,706万8千円
18.2%

繰出金など
10億1,620万4千円
6.9%

繰出金など
10億1,620万4千円
6.9%

義務的経費
55億1,251万3千円
37.4%

義務的経費
55億1,251万3千円
37.4%

投資的経費
16億5,303万8千円
11.2%

投資的経費
16億5,303万8千円
11.2%

その他の経費
75億7,739万4千円

51.4%

その他の経費
75億7,739万4千円

51.4%

●自主財源　町が自主的に調達できる財源。自主財源が多い
ほど町の行政活動の自主性と安定性が高い。町税や財産収
入など

●依存財源　町が他の支援などにより調達する財源。国や県
から交付される補助金や町債など

●地方交付税　全国的に一定の行政水準を確保するために国
から交付されるお金

●国・県支出金　国や県が事業費の一部を負担したり、補助
したりするお金

●町債　町が施設の整備を行う場合などの財源として借り入

れるお金
●繰入金　ほかの会計や基金（町の貯金）などから受け入れる

お金
●義務的経費　支出が義務づけられていて、任意に減らせな

い経費（人件費、扶助費、公債費）
●投資的経費　施設や道路など将来に残るものを造るために

支出される経費
●扶助費　社会保障制度の一環として、各種の法令（障害者

総合支援法、児童福祉法など）に基づき支出される経費
●繰出金　ほかの会計へ支出される経費

一
般
会
計　
歳
入

■
自
主
財
源

　
歳
入
全
体
の
59
・
３
％
と
な
る
自
主
財

源
は
、
87
億
４
，
７
１
０
万
７
千
円（
前

年
度
比
10
億
３
，
３
３
０
万
７
千
円
減
）

と
見
込
み
ま
し
た
。

　
町
税
は
個
人
町
民
税
、
法
人
町
民
税
お

よ
び
固
定
資
産
税
の
伸
び
に
よ
り
68
億
５
，

８
４
９
万
１
千
円（
前
年
度
比
４
億
２
１

２
万
９
千
円
増
）と
見
込
み
ま
し
た
。

■
依
存
財
源

　
歳
入
全
体
の
40
・
７
％
と
な
る
依
存
財

源
は
、
59
億
９
，
５
８
３
万
８
千
円（
前

年
度
比
８
億
９
，
４
１
４
万
円
増
）と
見

込
み
ま
し
た
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
児
童
福
祉
費
負
担
金

の
増
に
よ
り
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

　
ま
た
、
町
債
は
、
前
年
度
か
ら
６
，
５

９
０
万
円
減
の
７
億
１
，
１
９
０
万
円
を

借
り
入
れ
る
予
定
で
す
。
こ
の
う
ち
、
国

か
ら
交
付
さ
れ
る
べ
き
地
方
交
付
税
の
財

源
不
足
を
補
う
た
め
に
借
り
入
れ
る
臨
時

財
政
対
策
債
は
１
億
３
，
３
０
０
万
円
と

見
込
ん
で
い
ま
す
。

健
康
診
査
な
ど
の
事
業
を
行
い
ま
す
。

　
主
な
財
源
は
、
加
入
者
に
納
め
て
い
た

だ
く
国
民
健
康
保
険
税
や
県
か
ら
の
支
出

金
な
ど
で
す
。

■
介
護
保
険
特
別
会
計

　
高
齢
者
の
介
護
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
給

付
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　
主
な
財
源
は
、
40
歳
以
上
の
人
に
納
め

て
い
た
だ
く
介
護
保
険
料
や
支
払
基
金
交

付
金
、
国
・
県
か
ら
の
支
出
金
な
ど
で
す
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　
75
歳
以
上
の
人
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い

た
保
険
料
を
、
医
療
給
付
を
行
う
熊
本
県

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
納
付
し
ま

す
。

　
こ
の
他
に
も
、
健
康
保
持
増
進
事
業
な

ど
を
行
い
ま
す
。

用語の説明

平成31年度予算

問 財政課　財政係　☎（232）2130

予算
菊陽町の一般会計、特別会計および下水道事業会計の予算総額は
240億9,815万5千円で前年度比5億3,287万1千円減（2.2％減）と
なりました。

平成31年度

分担金および負担金
2億6,114万円 
1.8%

分担金および負担金
2億6,114万円 
1.8%
使用料および手数料
1億6,459万2千円 
1.1%

使用料および手数料
1億6,459万2千円 
1.1%

繰越金・財産収入など
4億2,184万9千円
2.8%

繰越金・財産収入など
4億2,184万9千円
2.8%

県支出金
14億1,868万9千円
9.6%

県支出金
14億1,868万9千円
9.6%

各種交付金など
11億49万6千円 

7.6%

各種交付金など
11億49万6千円 

7.6%町債
7億1,190万円
4.8%

町債
7億1,190万円
4.8%

147億4,294万5千円一般
会計

自主財源
87億4,710万7千円 
59.3%

自主財源
87億4,710万7千円 
59.3%

依存財源
59億9,583万8千円 

40.7%

依存財源
59億9,583万8千円 

40.7%

国庫支出金
25億732万9千円
17.0%

国庫支出金
25億732万9千円
17.0%

町税
68億5,849万1千円
46.5%

町税
68億5,849万1千円
46.5%

繰入金
10億4,103万5千円
7.1%

繰入金
10億4,103万5千円
7.1%

地方交付税
2億5,742万4千円
1.7%

地方交付税
2億5,742万4千円
1.7%

歳入

個人町民税
22億3,563万5千円 32.6％

法人町民税
5億4,600万9千円 8.0％

固定資産税（土地・家屋など）
24億831万7千円 35.1％

固定資産税（償却資産）
12億536万8千円 17.6％

軽自動車税
1億2,282万円 1.8％

町たばこ税
3億4,034万2千円 4.9％

歳入全体の46.5％を占める町税の内訳

平成31年度当初予算
一般会計 147億4,294万5千円（ 0.9％減）
特別会計 67億　185万1千円（10.0％減）
下水道事業会計 26億5,335万9千円（15.3％増）
 
総額 240億9,815万5千円（ 2.2％減）

特別会計 予算額（対前年度比）

土地取得
特別会計 88万9千円（99.9％減）

工業団地造成事業
特別会計 2億2,784万8千円（15.2％減）

国民健康保険
特別会計 35億7,950万円（7.0％増）

介護保険
特別会計 25億582万円（8.4％増）

後期高齢者医療
特別会計 3億8,779万4千円（2.4％増）

特別会計　予算

※下水道事業会計においては、収益的支出と資本的支出の合計金額を
表しています。
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目
的
別
経
費
の
内
容

■
議
会
費（
前
年
度
比
18
・
７
％
増
）

　
議
員
の
報
酬
や
費
用
弁
償
、
委
員
会
の

運
営
や
議
会
広
報
な
ど
議
会
の
活
動
に
要

す
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
総
務
費（
前
年
度
比
30
・
０
％
減
）

　
全
般
的
な
管
理
事
務
、
企
画
調
整
事
務
、

財
政
・
財
務
に
要
す
る
経
費
の
ほ
か
人
件

費
な
ど
通
常
必
要
と
さ
れ
る
経
費
、
ま
た
、

統
計
調
査
や
選
挙
費
な
ど
区
分
で
き
な
い

経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
民
生
費（
前
年
度
比
15
・
８
％
増
）

　
社
会
福
祉
や
高
齢
者
福
祉
、
児
童
福
祉

な
ど
町
民
の
一
人
一
人
が
一
定
水
準
の
生

活
と
安
定
し
た
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
を

保
障
す
る
の
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

■
衛
生
費（
前
年
度
比
７
・
１
％
増
）

　
各
種
検
診
事
業
や
子
ど
も
医
療
、
清
掃

や
ご
み
処
理
の
費
用
な
ど
町
民
が
健
康
で

衛
生
的
な
生
活
環
境
を
保
持
す
る
た
め
に

必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
労
働
費（
前
年
度
比
５
・
８
％
増
）

　
労
働
者
の
た
め
の
「
勤
労
青
少
年
ホ
ー

ム（
西
部
町
民
セ
ン
タ
ー
内
）」
や
「
働
く

婦
人
の
家（
三
里
木
町
民
セ
ン
タ
ー
内
）」

の
運
営
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま

す
。

■
農
林
水
産
業
費

　

 

（
前
年
度
比
０
・
５
％
増
）

　
農
業
委
員
会
運
営
や
農
業
・
畜
産
・
林

業
の
振
興
、
農
業
土
木
や
農
業
構
造
改
善

な
ど
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
商
工
費（
前
年
度
比
38
・
５
％
減
）

　
商
工
業
の
振
興
や
企
業
誘
致
、
工
業
団

地
の
管
理
、
観
光
業
な
ど
に
必
要
な
経
費

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
土
木
費（
前
年
度
比
20
・
０
％
減
）

　
道
路
や
公
園
、
町
営
住
宅
の
整
備
や
維

持
管
理
に
要
す
る
経
費
の
ほ
か
、
土
地
区

画
整
理
事
業
な
ど
に
必
要
な
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

■
消
防
費（
前
年
度
比
５
・
７
％
増
）

　
消
防
署
の
運
営
を
行
う
菊
池
広
域
連
合

へ
の
消
防
負
担
金
や
町
の
消
防
団
運
営
に

要
す
る
経
費
、
防
火
水
槽
や
消
防
水
利
な

ど
の
消
防
施
設
整
備
に
必
要
な
経
費
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

■
教
育
費（
前
年
度
比
１
・
１
％
減
）

　
教
育
委
員
会
の
運
営
や
小
・
中
学
校
、

社
会
教
育
、
体
育
振
興
に
か
か
る
経
費
の

ほ
か
図
書
館
運
営
に
必
要
な
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

■
公
債
費（
前
年
度
比
０
・
５
％
増
）

　
町
の
借
金
で
あ
る
町
債
の
返
済
元
金
お

よ
び
利
子
支
払
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。
町
債
残
高
は
、
平
成
30
年
度

末
で
１
７
０
億
４
，
５
３
６
万
円
と
な
る

見
込
み
で
す
。

平成31年度の主な事業

民生費
62億2,216万円
42.2％

衛生費
13億3,600万9千円
9.1％
農林水産業費
3億2,022万4千円
2.2％
商工費
2億8,304万4千円
1.9％
土木費
10億6,997万7千円
7.3%
消防費
5億3,091万3千円
3.6%

教育費
18億5,682万円
12.6%

公債費
13億4,177万7千円
9.1%
労働費他
4,261万6千円
0.3%

目的別経費

議会費
1億5,360万4千円
1.0％

総務費 
15億8,580万1千円
10.8%

下水道事業会計
　下水道事業（公共下水道事業と農業集落排水事業）に
ついては、「地方公営企業法」を適用（財務規定など）
した会計処理を行っています。

▼公営企業会計　収益的収支と資本的収支に分けて会
計処理を行います。

▼収益的収支　下水道事業を運営するための経営活動
に要する経費とそのための財源です。

▼資本的収支　下水道施設の建設や改良などに要する
経費とそのための財源です。

※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金（収益的収支の事業費用のうち
現金の支出を必要としない減価償却費などの費用）などで補

ほ
填
てん

します。問 下水道課　業務係　☎（232）2164

議会費
議会運営費 1億5,360万円

総務費
自治会関係事業 6,307万円
文書広報費（広報きくよう発行など） 869万円
スクールパトロール事業 435万円
交通安全対策事業 1,669万円
防犯灯設置事業 729万円
地域公共交通事業（町内巡回バスなど） 4,272万円
電子計算システムの運用管理 1億9,882万円
役場庁舎管理費 4,415万円
消費者行政活性化事業（消費生活相談） 163万円
総務関連町民センター等施設運営 1億1,696万円
選挙費 5,169万円

民生費
障害者福祉費（総合支援費他） 9億7,959万円
高齢者福祉費 2,883万円
放課後児童健全育成事業 1億1,403万円
病児・病後児保育事業 1,390万円
児童手当 9億4,745万円
保育所運営費（公立２園） 2億8,026万円
私立保育所保育委託料 15億601万円
認定こども園運営給付費 2億8,003万円
小規模保育所等運営給付費 1億8,439万円
新設保育所施設整備補助事業 1億9,961万円
国民健康保険特別会計繰出金 2億5,790万円
介護保険特別会計繰出金 3億5,080万円
後期高齢者医療特別会計繰出金 8,673万円
県後期高齢者医療広域連合負担金 2億9,533万円
住まいの再建支援事業 1,201万円
地域支え合いセンター事業 1,067万円
包括的支援体制構築事業 1,510万円
介護基盤緊急整備特別対策事業 1億4,703万円

衛生費
子ども医療費助成（中３まで） 2億683万円
妊産婦・乳児健康診査事業 6,508万円
予防接種事業（インフルエンザ他） 1億7,551万円
各種健康診査事業 7,567万円
むし歯予防対策事業 460万円
菊池環境保全組合負担金（ごみ処理） 4億2,058万円
菊池広域連合負担金（し尿処理費） 3,051万円
菊池広域連合負担金（火葬場費） 994万円
ごみ収集運搬業務委託料など 1億55万円
リサイクル奨励金など　他計４補助事業 974万円
太陽熱温水器、雨水浸透桝他　設置補助事業 248万円
きくよう健康倶楽部事業 1,535万円

労働費
勤労青少年ホーム、働く婦人の家運営費 362万円

農林水産業費
農業振興費 2,494万円
畜産振興費 991万円
土地改良事業（水路の整備など） 5,518万円
下水道事業（農業集落排水）への補助 2,602万円
町有林の管理 370万円
青年就農給付金事業 1,950万円
農地集積推進事業 449万円
多面的機能支払交付金事業 8,445万円

商工費
商工振興費 3,794万円
企業誘致対策事業 5,602万円
観光費 556万円
プレミアム付商品券発行事業 1億6,844万円

土木費
道路などの新設改良 1億9,076万円
道路などの維持管理 1億4,496万円
土地区画整理事業 1億4,425万円
公園の維持管理 1億552万円
町営住宅の維持管理 1,281万円
下水道事業（公共分）への負担など 3億943万円
被災宅地復旧支援事業 1,500万円
危険ブロック塀等安全確保支援事業 1,000万円

消防費
菊池広域連合負担金（消防費） 3億9,019万円
非常備消防費（消防団員関係費など） 4,801万円
消防防災施設整備事業 3,963万円

（仮称）光の森多目的広場整備事業 1,495万円
（仮称）防災センター整備事業 736万円

教育費
中学生海外派遣事業 519万円
小中学校教育機器借上（ネットワーク、電子黒板など）  9,517万円
特別支援指導助手他各種非常勤講師などの活用 9,306万円
菊陽北小学校施設整備事業 2億9,391万円
武蔵ヶ丘中学校施設整備事業 2億6,278万円
私立幼稚園費 4,774万円
生涯学習の推進（施設の運営含む） 1億7,693万円
図書館の運営（ホール運営含む） 9,521万円
総合体育館整備事業 511万円
中央公民館施設整備事業  1,694万円

公債費
元金 12億2,465万円
利子 1億1,713万円

■特別会計予算内容
土地取得特別会計

（仮称）光の森多目的広場管理事業 88万円

工業団地造成事業特別会計
工業団地造成事業（調査委託料など） 2億2,785万円

国民健康保険特別会計
保険給付費 25億465万円
国民健康保険事業費納付金 9億9,373万円
特定健康診査等事業 2,431万円

介護保険特別会計
保険給付費 23億2,701万円
地域支援事業費 1億4,550万円

後期高齢者医療特別会計
県後期高齢者医療広域連合納付金 3億7,001万円
健康保持増進事業 1,054万円

※分かりやすいように万円単位で記載しています。

下水道事業会計　予算
収益的収支 資本的収支

事業
収益

13億5,290万円 資本的
収入 9億6,819万3千円

事業
費用

12億9,878万8千円 資本的
支出 13億5,457万1千円

平成31年度予算

※端数調整のため構成比の内訳と合計が
合わない場合があります。
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